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業 務 説 明 書  〇業 務 名：平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区 歴史体験学習館建築基本計画策定業務（平城宮跡の利活用推進事業（東側地区・単独公共）） 〇業務番号：第 931－委－１号 〇業務場所：奈良市二条大路南三丁目 〇履行期間：契約日～令和４年３月 25日  
１．業務の目的 平城宮跡歴史公園の拠点ゾーンは、『国営飛鳥・平城宮跡歴史公園 平城宮跡区域 基本計画（平成 20 年 12 月策定）※１』及び『平城宮跡歴史公園拠点ゾーン整備計画（平成 25 年 12 月策定）※２』に基づき国土交通省と奈良県（以下、「本県」という。）の連携により整備を進めており、朱雀大路西側地区については、国土交通省整備の施設と併せ、平成 30 年３月 24 日に拠点ゾーン「朱雀門ひろば※３」として開園した。 本県では、『平城宮跡歴史公園拠点ゾーン整備計画（平成 25 年 12 月策定）』において、「３.平城宮跡歴史公園 拠点ゾーンの整備コンセプト」の配慮事項として定めた拠点ゾーン（朱雀門ひろば）の一体的なにぎわいの創出に向け、本業務の対象である朱雀大路東側地区に整備する歴史体験学習館について、平成 30 年度より奈良県附属機関の「平城宮跡歴史公園歴史体験学習館の整備に関する検討委員会※４」（以下、「検討委員会」という。）を設け、有識者の意見を聴取しながら整備方針や施設機能等の検討を行い、「平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（県整備区域）整備計画策定業務」（平成 30年７月 13日～令和元年 12月 27 日）及び「平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（県整備区域）整備計画策定業務（継続）」（令和２年７月 22 日～令和３年３月 26 日）において「平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（歴史体験学習館）整備計画※５」（以下、「整備計画」という。）として取りまとめ、策定したところ。 また、平成 31 年４月に文化庁から「世界文化遺産の遺産影響評価にかかる参考指針※６」（以下、「参考指針」という。）が示されたことを受け、歴史体験学習館の整備対象地が世界遺産「古都奈良の文化財」の構成資産の一つである平城宮跡の緩衝地帯を含んでいることから、整備事業の概要について、参考指針を参考に「遺産影響評価（Heritage Impact Assessment）」を「平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（県整備区域）遺産影響評価補助業務」（令和２年２月３日～令和２年３月 27日）により進めていたところ。 本業務は、整備計画等を基に、検討委員会による有識者の意見交換を経て、「平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（県整備区域）歴史体験学習館建築基本計画」（以下、「建築基本計画」という。）を策定するものとする。 また、参考指針を参考に、世界遺産の顕著な普遍的価値（OUV）が、計画されている事業等によって受ける影響を評価する「遺産影響評価（Heritage Impact Assessment）」を建築基本計画段階で実施するための詳細分析を行うものとする。  ※１『国営飛鳥・平城宮跡歴史公園 平城宮跡区域 基本計画』 
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http://www.kkr.mlit.go.jp/asuka/heijo/basic/pdf/kihon.pdf  ※２『平城宮跡歴史公園拠点ゾーン整備計画』 http://www.pref.nara.jp/item/109911.htm#moduleeid53310  ※３『平城宮跡歴史公園』ＨＰ https://www.heijo-park.go.jp/  ※４『平城宮跡歴史公園歴史体験学習館の整備に関する検討委員会について』ＨＰ http://www.pref.nara.jp/item/200569.htm#moduleid53310   ※５『平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（歴史体験学習館）整備計画』 http://www.pref.nara.jp/item/240165.htm#moduleid53310    ※６『世界文化遺産の遺産影響評価にかかる参考指針』ＨＰ    https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/shokai/sekai_isan/1416448.html  
２．業務の概要 （１）業務の名称  平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区 歴史体験学習館 建築基本計画策定業務（平城宮跡の利活用推進事業（東側地区・ 単独公共）） （２）業務番号   第 931－委－１号 （３）業務対象区域 奈良市二条大路南３丁目 約 0.9ha（別図参照） （４）業務の内容  １）計画準備            ２）建築基本計画の策定            ３）世界文化遺産の遺産影響評価（HIA）に係る詳細分析の実施            ４）協議資料等の作成            ５）朱雀大路東側地区調整会議への参加 （５）履行期間   契約日～令和４年３月 25日 （６）業務量の目安 ２５，０００千円（税込み）を限度とする。  
３．業務の内容 ３－１．計画準備 （１）業務実施計画書の作成 業務の関連事項を把握し、業務を実施する際の検討方針を立案し、業務実施計画書を作成する。  （２）現況把握と整理 朱雀大路東側地区の現況（地形、地質、文化財、周辺施設及び交通状況等）を把握す
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るとともに、上位関連計画・法規制等を整理する。なお、現況把握と整理は、既存の検討成果を照査・修正し取りまとめる。  ３－２．建築基本計画の策定 （１）建築基本計画方針の検討 １）与条件の整理・検討 整備計画及び既存の検討成果を踏まえ、景観形成及び文化財保護に対する配慮事項など、建築基本計画の前提となる与条件について整理・検討を行う。なお、利用者ターゲット、体験・交流テーマ、各エリアコンセプト及び「正倉院宝物の再現模造」展示に際する与条件は、発注者から別途提示する。 ２）施設規模の設定 上記１）で整理・検討した与条件に基づき、施設規模を設定する。 ３）ゾーニング・施設配置・動線の検討 上記２）で設定した施設規模を踏まえ、業務対象区域内の土地利用の概要を定め、そのゾーニング分けを行う。検討は下記の項目に従い、整備計画に配慮した内容とする。その作業過程や検討結果は、ゾーニング図、動線図、その他の図表にて整理する。 ・導入機能の整理、統合（ゾーニング） ・各ゾーンが受け持つ機能・性格・位置・面積・形状の設定 ・ゾーニング間の関連づけ ・施設の配置 ４）建築意匠及び文化財保護手法の設定 上記３）までの結果を踏まえ、建築意匠及び文化財保護手法を設定する。 建築意匠については、整備計画を基に具体的な外観・構造・素材等を設定し、特に大宮通りに面するランドマークとなる建物は平城宮跡内の復原建造物への影響に配慮すること。 ５）供給処理施設の整備方針の検討 上記３）までの結果を踏まえ、電気・給水・下水・雨水等の規模・容量と接続位置等を設定する。 ６）植栽及び外構整備方針の検討 上記４）までの結果を踏まえ、植栽する樹種、基本的な配置等に関する植栽整備方針、並びに、外構整備方針を設定する。  （２）建築基本計画の策定 上記（１）建築基本計画方針の結果を踏まえ、建築基本計画として下記の資料を作成する。 ・全体計画平面図（S=1/500） ・全体計画断面図（S=1/500～1/250）３枚 ・各棟概略計画図（平面図、立面図、断面図）（S=1/100） ・全体整備予想図（鳥観図）A３ １枚 
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・各棟整備予想図（アイレベル）A４ ３枚 ・建築基本設計に必要な与条件説明資料 ・コンテンツ基本設計に必要な与条件説明資料 ・概算工事費 ・整備工程表（案）  ３－３．世界文化遺産の遺産影響評価（HIA）に係る詳細分析の実施 （１）景観への影響 歴史体験学習館が景観の観点から世界遺産「古都奈良の文化財」に及ぼす影響を客観的かつ分析的に評価するため、参考指針の類似事例及び奈良県環境影響評価技術指針の環境要素の区分「主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望景観」の「予測の基本的な手法」に示されたフォトモンタージュ等の作成により行うことを想定している。 このため、業務対象区域を中心とした景観特性の実態を写真撮影等により調査するとともに、主要な眺望点（ビューポイント）６カ所程度からの分析（景観検討）を前提に現地調査を行う。 また、現地調査結果及び既存の検討成果を踏まえ、フォトモンタージュを作成し、歴史体験学習館が景観の観点から世界遺産「古都奈良の文化財」に及ぼす影響を整理し、客観的かつ分析的に評価できるよう資料及び概要版を作成する。なお、分析結果に基づく遺産影響評価は文化財保存当局で行う。  （２）真正性への影響 １）分析手法の決定 歴史体験学習館のうち、大宮通りに面するランドマークとなる建物は正倉院正倉を基に意匠化するため、平城宮跡内の復原建造物の真正性※７への影響がある可能性がある。このため、外観（形状、高さ等）、構造、素材等の観点から歴史体験学習館が復原建造物の真正性に及ぼす影響を客観的かつ分析的に評価するための手法を検討する。なお、最終的には文化財保存当局との協議により発注者が決定した分析手法に従うものとする。 ※７ 真正性とは、Authenticityの和訳。文化遺産に求められる概念で、建造物や景観などそれぞれ文化的背景の独自性や伝統をしっかり継承していること、修復などにおいては材料・構造・工法の真実性が求められる。 ２）分析の実施 １）で決定した分析手法に基づき、歴史体験学習館が平城宮跡内の復原建造物の真正性に及ぼす影響を整理し、客観的かつ分析的に評価できるよう資料及び概要版を作成する。なお、分析結果に基づく遺産影響評価は文化財保存当局で行う。  ３－４．協議資料等の作成 発注者は、建築基本計画の策定にあたり検討委員会（13 名程度）の運営を行う。開
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催回数は３回（以下の【検討委員会スケジュール（予定）】参照）を想定している。このため、３－２及び３－３の結果を踏まえ、発注者との協議を経て、各検討委員会の会議資料及び議事録の作成を行う。  【検討委員会スケジュール（予定）】 （令和３年度） 第９回 ８月 建築基本計画方針について 第 10回 11 月 建築基本計画（素案）について 分析（景観検討）の結果について 第 11回 １月 建築基本計画（案）について 遺産影響評価について    ＜参考＞過年度の検討委員会開催状況 （平成 30年度） 第１回 ７月 事業計画の概要説明及び現地視察 “歴史体験学習館”の機能にかかる意見交換 第２回 ８月 歴史体験学習館の機能にかかる意見集約（１） 歴史体験学習館の施設にかかる意見交換（１） 第３回 10 月 歴史体験学習館の機能にかかる意見集約（２） 第４回 10 月 歴史体験学習館の施設にかかる意見交換（２） 第５回 １月 歴史体験学習館の施設・機能にかかる意見集約（総括）     （平成 31年度・令和元年度） 第６回 ８月 遺産影響評価にかかる意見交換  （令和２年度） 第７回 ７月 遺産影響評価（中間報告）について 整備計画案について パブリックコメント実施について 第８回 11 月 パブリックコメントについて 整備計画（案）について 今後の検討内容について    ３－４．朱雀大路東側地区調整会議への参加 歴史体験学習館の整備に当たっては、本業務の外２業務（以下の【関連業務（予定）】参照）を行う。これらの業務は一体不可分なものであるため、各業務の進捗状況に応じて開催する朱雀大路東側地区調整会議（以下、「調整会議」という。）に参加し、業務内容の相互調整を行うこと。調整会議には、管理技術者が必ず立ち会うものとする。なお、調整会議は４回（以下の【調整会議スケジュール（予定）】参照）を想定してお
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り、その運営は関連業務で行うものとする。  【関連業務（予定）】 ・平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区 歴史体験学習館コンテンツ基本計画等策定業務（平城宮跡の利活用推進事業（東側地区・単独公共））第 931－委－２号 ・平城宮跡歴史公園（県整備区域） 管理運営手法検討業務（平城宮跡の利活用推進事業（西側地区・単独公共））第 921－委－１号  【調整会議スケジュール（予定）】 第１回 ７月 ・コンテンツ基本計画方針について ・管理運営手法方針について 第２回 ８月 ・コンテンツ基本計画（素案）について ・管理運営手法（素案）について ・建築基本計画方針について 第３回 10 月 ・コンテンツ基本計画（案）について ・管理運営手法（案）について ・建築基本計画（素案）について 第４回 ２月 ・建築基本計画（案）について  
４．打合せ協議 

 本業務における打合せは、業務着手時、中間打合せ４回（各検討委員会開催前と 12 月頃（予定））、成果品納入時の計６回行うものとする。なお、打合せには、管理技術者が立ち会うものとする。 また、業務中に発生する簡易な質疑応答等は打ち合わせ回数に含まないものとするが、簡易な質疑応答であっても、業務内容の方向性等に影響する様な質疑応答・指示等があった場合については、議事録を作成し提出するものとする。 
 

５．成果品 

 本業務は、電子納品対象業務とする。  成果品は、国土交通省が策定した「土木設計業務等の電子納品要領（案）」（以下「要領」と言う）に基づいて作成した電子成果品を提出するとともに、報告書等を納品する。  成果品として報告書を提出する際には、次のとおりとし、完成時に調査職員の承諾を受けること。 （１） 報告書：２部（正、副：キングファイル）        再生紙、Ａ４版（図面がある場合は、Ａ３折り込み） （２） 報告書概要版（報告書を要約したもの）：２部        再生紙、Ａ３ホッチキス止め （３） 報告書の電子データ（PDF/Word）：２部（CD-R） （４） その他発注者が指示するもの 
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６．検討委員会実施会場費 

 検討委員会実施にあたり、会場費については本業務に含み、会場については奈良県文化会館会議室相当とすること。 

 

７．参考資料の貸与について 受注者に対して、貸与する資料（CD-R）は下記の通りとする。調査職員が貸与する資料は下記を標準とするが、その他、業務の遂行上必要となる資料については、調査職員と協議の上別途貸与するものとする。 （１）技術提案書の作成にあたり、下記の（３）貸与資料のうち①～③を貸与する。技術提案書の作成以外に使用してはならない。 （２）業務実施にあたり、下記の（３）貸与資料①～③を貸与する。 （３）貸与資料    ①平成 30～31 年度 平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（県整備区域）整備計画策定業務 報告書 第 922－委－１号    ②令和２年度 平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（県整備区域）整備計画策定業務（継続）（平城宮跡の利活用推進事業）報告書 第 631－委－１号    ③令和元年度 平城宮跡歴史公園朱雀大路東側地区（県整備区域）遺産影響評価補助業務（平城宮跡の利活用推進事業（東側地区・単独公共））報告書 第 331－委－１号 
 

８．資格要件 本業務を行うにあたり、管理技術者のほか、照査技術者を１名、担当技術者は３名までを配置すること。ただし、各技術者の兼任は不可とする。 管理技術者は、次に掲げる①の資格を有すること。照査技術者は、次に掲げる①～⑤のいずれかの資格を有すること。  ① 一級建築士  ② 技術士（総合技術監理部門－「建設」）   ③ 技術士（建設部門）  ④ 建設コンサルタント登録規定第３条第１号ロに該当するもの  ⑤ シビルコンサルティングマネージャー（RCCM） なお、②及び③にあっては「都市及び地方計画」を、④及び⑤にあっては「造園」又は「都市計画及び地方計画」の資格を有すること。 
 

９．その他 （１）本業務の履行にあたっては、本業務説明書によるほか、「土木設計業務等共通仕様書（平成22 年４月奈良県土木部）」（以下、「共通仕様書」という。）によるものとする。 （２）作業の内容及び規模等が設計変更の対象となる可能性が生じた場合には、事前に調査職員と協議するものとする。 （３）その他本業務の履行に際し、疑義が生じた場合には、調査職員と協議し、その指示に従わなければならない。 
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（４）業務遂行の過程で得られた図表等の著作権、一切の知的所有権は発注者に属するものとする。 （５）履行期間後においても、成果品について誤りや不備があった場合は、受注者は速やかに対応し、修正を行うものとする。  


